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ご存じですか？ 税制改正
令和6年度から住民税の特別徴収税額通知を
電子データで配付可能に！

特集

これで解決！！
インボイス制度・電子帳簿保存法の
実務対策をご紹介！
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プレゼント付き
アンケート
実施中！
アンケートにお答えいただいた方の中
から抽選で素敵な商品をプレゼント！
応募方法やプレゼント内容は33ページ
でご確認いただけます。

中綴じ別冊ファイル 保存版  奉行ワンポイント講座
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お風呂でととのう お風呂を利用した温活で冷え性改善！

頭のストレッチ（スクエアコネクション）

経理がやるべき「健康経営」（第4回）

プロフェッショナルひろば
株式会社YUI 代表取締役 河村 浩靖氏

基本を極める ビジネスの心得 営業組織におけるティーチングとコーチング

読者の声、プレゼント付きアンケート告知　他

特別連載コラム

労務管理の基礎知識（第4回）
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これで解決！！
インボイス制度・電子帳簿保存法の
実務対策をご紹介！
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スキルアップポイント
適用期限が2年延長されたDX投資促進税制を活用しよう
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毎年5月頃、企業の労務担当者を悩ませていた「紙」で届く住民税の特別徴収税額通知（納税義務者用）が、税制改正によってい
よいよ「電子化」されます。うまく活用すれば、業務の大幅な削減につながります。どんな改正なのか、これを機にどうするのが企
業や担当者にとってベストなのかを徹底解説します。

　住民税の特別徴収税額通知とは、企業が従業員に代わって、給料からいわゆる「天引き」をして市
区町村に納める住民税額が書かれた書類のことです。市区町村から届く通知は2種類あります。
　一つは労務担当者が使用する通知書（特別徴収義務者用）で、6月の給与計算から徴収するべき改
定後住民税額を確認し、給与計算システム等へ入力します。
　もう一つが、従業員に配付するための通知書（納税義務者用）です。この従業員向けの通知書が紙
であるために、担当者は市区町村ごとに届く通知書を切り取り、部署や拠点単位に仕分けし、封入・封
かんして従業員に配付しなければならないため、非常に大きな負担になっていました。

ご存じですか？ 

税制
改正

労務担当者にとって5～6月は“負担大の月”
紙の通知を従業員一人ひとりに配付

令和6年度から
住民税の特別徴収税額通知を
電子データで配付可能に！

税制改正で通知の電子データ受取が可能に。
電子申告することで従業員への電子配付を実現

　紙の通知を配付するストレスからようやく解放される機会が訪れます。令和3年の税制改正によっ
て、令和6年1月に給与支払報告書を電子申告した企業から、住民税の特別徴収税額通知（納税義務
者用）を電子データで受け取る選択ができるようになりました。受け取った電子データはそのまま従業
員に電子配付でき、紙による配付に比べて大幅な負荷の軽減につながります。

令和6年度から特別徴収税額通知の受取方法が変わります！

令和6年度から①②のいずれかを選択現　在

①紙（正本）を郵送で受け取る ①紙（正本）を郵送で受け取る
②電子データ（正本）をeLTAXで受け取る

市区町村 担当者

市区町村 担当者

���

���

電子データでの受取を選択できるようになります！

住民税の特別徴収税額通知の電子化開始に伴い、 
労務担当者に必要になる実務と注意点を徹底解説します！

❶ 電子データ受取によって変わる実務や注意点とは？

❷ 電子申告って実は難しくない！？ 電子申告で住民税改定業務を大幅削減！
▼電子申告したことがない方必見！
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　税制改正では、受け取った電子データをそのまま従業員に電子配付してよいことになっています。これによって、担当者が紙をいちいち
配付する手間がなくなり、業務量とコストの削減が実現します。

■電子申告から電子データをダウンロードするまでの流れ

特 集
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　まず、毎年1月31日までに市区町村に提出する前年分の給与支払報告書を「電子申告」する必要があります。従来通り、給与支払報告
書を紙で提出すると、市区町村ごとに紙で通知が届いてしまうため、注意が必要です。
　さらに、電子申告の際、通知の受取方法として「電子データ」を選択する必要があります。こうしておくと、eLTAX（エルタックス、地方税
ポータルシステム）経由で、5月に通知の電子データ（PDF）をダウンロードできるようになります。

　従業員に配付する特別徴収税額通知（納税義務者用）を電子データで受け取るためには、まず、毎年1月31日までに市区町村に提出する
前年分の給与支払報告書を「電子申告」する必要があります。その際、通知の受取方法として「電子データ」を選択すると、eLTAX（エルタッ
クス、地方税ポータルシステム）経由で、5月頃に通知の電子データ（PDF）をダウンロードできるようになります。

電子申告することで電子データ受取が可能に。
届いた電子データはそのまま配付できる！

■給与支払報告書を紙で提出した場合と電子申告をした場合の違い

給与支払報告書の申告作業（1/31まで） 住民税改定業務（従業員配付／給与計算）

1月～ 5月～

市区町村
ごとに

紙が届く

担当者が部署・拠点ごとに
仕分けし、郵送もしくは手渡し…給与支払報告書を

紙で提出
市区町村 担当者 従業員

市区町村
ごとに

PDF
が届く

市区町村特別徴収義務者
（企業などの事業者）

従業員ごとに仕分けは必要だが、
電子データで配付できる給与支払報告書を

電子申告
市区町村 担当者 従業員

担当者

���

������

2024年1月～
税額通知の受取方法
「電子データ」を
選択すると

＜受取方法＞
給与支払報告書
電子データ（正本）

希望

��� ��� ���

010101
101010
010101
101010
010101

010101
101010
010101
101010
010101

ダウンロード

電子申告

電子データ（正本）

電子データ受取によって変わる
実務や注意点とは？1

変わる実務
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『奉行Edge 給与明細電子化クラウド』なら、
電子データの仕分け作業一切なし！
従業員に自動配付できる体制を提供！

『奉行Edge 給与明細電子化クラウド』をご利用いただくことで、eLTAXからダウンロードした電子データをそのまま従業員に自動
配付できるようになります。データの仕分け作業や送信作業が一切不要になり、担当者の負担を大幅に削減します。
『給与奉行クラウド』、『給与奉行11』のいずれかをご利用の企業様は、すぐに導入が可能です。
今年度、給与支払報告書を電子申告した企業様は、特別徴収税額通知の電子化にスムーズに対応できるように、ぜひご検討く
ださい。

電子データ受取の場合、全従業員分の通知書が電子データで届きます。一部の従業員に紙で配付する場合は、従業員の同意の
もと代理で印刷する必要がありますのでご注意ください。

　ただし、これだけではまだ不十分です。電子データで受け取ることによって、確かに紙の通知を一通ずつ封入して全従業員に配る作業
はなくなります。しかし、受領した電子データのファイル名に記載されている受給者番号から従業員を割り出し、仕分けし、各自のメール
などに一つ一つ添付して送付する作業は残ってしまいます。
　せっかく電子データで受領したとしても、こうした突合作業やメール送付に時間と手間がかかってしまうのであれば、電子化のメリット
を十分に享受しているとはいえず、効率化の効果は半減してしまいます。
そのため、eLTAXを運営する地方税共同機構では、「自社で電子データ配付できる体制があること」を電子データ受取の条件として

います。今年の1月に電子申告をして電子データ受取を選択しても、自社に電子データ配付ができる体制が整っていない場合には、5月
頃までに 電子データ配付ができる体制づくりが必要です。

!
注意

■「電子データ受取」を選択後、従業員へ配付するまでの業務比較

電子データでも仕分けは必要…
自社に電子データ配付できる体制がないと効果半減注意点！

そのため、eLTAXを運営する地方税共同機構では、「自社で電子データ配付できる体制があること」を電子データ受取の条件として
います。

電子データを従業員に配付する際の注意事項
●紙で配付する場合は代理で印刷が必要です。

セキュリティの関係上、通知ZIPファイルはWindows標準のエクスプローラーでは解凍できません。WindowsPCで閲覧する場
合は、対応する解凍ソフトが必要です。MacPCやiPhoneは標準で閲覧可能です。詳細は地方税共同機構HPをご確認ください。

●従業員がPCで電子データを閲覧する際はご注意ください。

電子データ配付
できる体制がな
い場合

従業員一人ひとりに電子データを送信する作業が大変 … 紙と同様に時間がかかる

eLTAXから電子
データをダウン
ロード

市区町村ごとに電
子データを開封

従業員ごとに配付
するデータの整
理・仕分け

各従業員のメール
に一つ一つ添付し
て送信 明細

データ

明細
データ

明細
データ

明細
データ

���

eLTAXから電子
データをダウン
ロード

���

自動仕分け！ 自動配付！

配付作業が

0に！
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　今年度に給与支払報告書の電子申告をできなかった企業は、来年度こそは電子申告ができるように今から早めの準備を検討していく
ことが重要です。
　今、世の中は大きくデジタル化へと変革しています。電子申告もその流れの中で政府や地方自治体による活用の促進が図られている
状況です。電子申告は、国税（e-tax）や地方税（eLTAX）における手続きをインターネットを通じて行うことができ、事務の省力化やペー
パーレス化につながる非常に便利なシステムです。うまく使いこなすことで、人事労務業務にかかる時間を大幅に削減することが可能に
なります。
　今後、電子申告は大法人だけなく中小企業にも義務化されていきます。昨年の税制大綱によると、令和7年分の年末調整で給与所得
の源泉徴収票を30枚以上提出する場合、令和9年分から電子申告を義務化すると発表されています。
　中小企業に電子申告を促す流れは加速しているため、早いうちに電子申告の準備を検討しておきましょう。

中小企業の間でも加速する電子申告
今から早めの準備を検討しましょう

　そうした中でも、ご利用の給与計算システムから給与・賞与データを受け入れるだけで、かんたんに法定調書や給与支払報告書を電
子申告できるサービスがあります。それが『法定調書奉行』です。法定調書奉行をご利用いただくことでサービス内からそのままe-Tax、
eLTAXとシームレスに連携し簡単に電子申告を行うことができます。
　『給与奉行11』もしくは『給与奉行クラウド』をご利用の企業様は、給与・賞与データが自動連携されるため、すぐに電子申告を始めら
れます。法定調書合計表や給与支払報告書を自動作成し、そのまま電子申告できるため担当者の業務負担を大幅に削減します。

法定調書奉行で簡単に電子申告
給与奉行との自動連携でさらに便利に

　一方で、電子申告を導入する際のネックになっ
ているのが、「電子申告に必要な流れが分からな
い」といった理由で躊躇してしまうことであり、手
を出しづらくなって毎年諦めている企業も少なく
ないと考えられます。今回のeLTAXに対する電子
申告でも、手続きが複雑な側面もあり、「難しそう
だから今年も紙のままでいいか」と旧来の申告方
法を継続してしまっている企業もあるでしょう。こ
の「電子申告ってちょっと大変そう」というイメー
ジが普及を妨げる要因にもなっています。

手を出しづらく毎年諦める企業も
「電子申告って大変そう」がネックに

電子申告って、ちょっと大変そう…

別ソフトにログインして
電子申告用のCSVデータを作成して

eLTAX に送信して、
またダウンロードのために
別ソフトにログインするの？
難しそう…今年も紙のままで

いいかな

そもそも電子申告に
必要な流れが分からないから

手を出しづらくて
毎年諦めている

給与支払
報告書

総括表 源泉
徴収票

法定調書
合計表

自動
作成

給与奉行のデータをそのまま使えるため、
すぐに電子申告をはじめられます

電子申告って実は難しくない！？
電子申告で住民税改定業務を大幅削減！2

電子申告したことがない方必見！

自動連携

自動連携

提出書類はすべて自動作成！ そのまま奉行上で電子申告し完了できます。
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３つのクラウド連携で
住民税改定業務をすべて自動化！
『法定調書奉行クラウド』、『給与奉行クラウド』、『奉行Edge 給与明細電子化クラウ
ド』の３つのクラウドサービスをご利用いただくことで、給与支払報告書の電子申告
から住民税改定業務まで一連の業務をすべて自動化することができます。

　初めての電子申告はわからないこと
も多く不安になると思います。そうした
担当者の方々のために、電子申告に必
要な準備・ステップをすべて解説した動
画をご用意しています。これを見ながら
一緒に操作するだけで、迷わず簡単に
電子申告を完了することができます。

電子申告がはじめてでも安心
必要な準備・ステップを動画ですべて解説！

■奉行クラウドが実現する住民税改定業務の電子化対応

■3つの奉行クラウドを利用した場合の業務の流れ

給与支払報告書の電子申告1月 住民税改定業務（従業員に配付／給与計算）5月

一時停止して
自分のペースで
操作できる！

動画なので、いつでも
何度でもご視聴いただけます！

給与支払報告書の申告作業（1/31まで） 
『法定調書奉行クラウド』で給与支払報告
書を電子申告します。サービス内からそのま
ま電子申告できるため、紙の給与支払報告
書の提出作業は不要です。 
※電子申告時に、従業員に配付する「特別徴収税
額通知」の受取方法を「電子データ（正本）」にす
ることで電子データでの受け取りが可能になり
ます。 

電子データの「特別徴収
税額通知」を受け取る
『法定調書奉行クラウド』に
電子データが自動ダウン
ロードされます。担当者が
eLTAXから手動でダウン
ロードする作業は不要です。 

電子データの「特別徴収税額
通知」を従業員に配付する
『奉行Edge 給与明細電子化クラ
ウド』で特別徴収税額通知を従
業員に自動配付できます。メール
またはWeb閲覧の形式で電子配
付できるため配付にかかる作業
負担を削減します。 

改定後の住民税額を給与計
算に反映する
『給与奉行クラウド』に改定後の
住民税額が自動反映されます。6
月以降の給与計算は改定後の
住民税額で自動計算されるた
め、給与システムへの入力や、受
入作業は不要です。 

1月～ 5月～ 6月～

奉行クラウドで実現できる
「特別徴収税額通知」の
電子化対応ガイドをご提供！

ダウンロードは
こちら

サービス内で
電子申告

「特別徴収義務者用」
特別徴収税額通知
電子データ

「電子データ受取」を選択

「納税義務者用」
特別徴収税額通知
電子データ

電子データを従業員に
自動配付

改定後住民税額を給与計算に
自動反映

電子データの
自動ダウンロード

配付の
自動化！

従業員

給与計算

¥
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近年スマートフォン等の普及により、電子化…つまり、紙で手渡しせず電子データにしてWeb等で確認する対応を進める企業が増えて
います。
給与奉行をご利用の企業様は、担当者業務の給与計算は効率化できている一方で、社内の従業員に対する「従業員業務」はいまだに
「紙」であることで時間がかかっているケースも多いのではないでしょうか。そんな担当者の皆様に、給与奉行と連携して従業員業務を
大幅に削減した企業様の事例とともにご紹介します。

 労務担当者が従業員業務を効率化するにあたり、最もかんたんかつ削減効果が高い業務として挙げられるのが、給与明細のペーパー
レス化です。担当者にとって紙の給与明細の配付は、毎月行うため頻度が高く、意外と時間と手間がかかっている業務です。
　そんな給与明細をペーパーレス化し、業務時間を大幅に削減した企業の事例をご紹介します！

給与奉行にプラスワンで  
業務時間削減に成功した事例をご紹介！

����� 給与明細のペーパーレス化

毎月2人がかりで行っていた 給与明細の印刷・封入・配付作業がゼロに！

3.5時間/月➡0時間/月
紙の給与明細の印刷・封入といった単純作業が毎月生じており、手間と時間がかかっていました。
給与明細をペーパーレス化することでこのような単純作業を少しでも削減できればいいと考えたのが検討のきっかけでした。給与
明細の配付は単純ですが、ミスが許されないもの。それだけに多少なりともプレッシャーを感じていたので今はとても気が楽になり
ました。ペーパーレス化できたことで、長期間休んでいる従業員にも個別に郵送で配付する手間が省けているのも嬉しいですね。

株式会社アクワイア様 ■従業員 ： 50～99名　■業種 ： ゲーム開発業

〒

印刷 仕分け 封入・封かん 発送 手渡し
紙

電子
化

すべての作業が不要に

配付作業

3.5時間/月

配付作業の自動化!

0時間/月

or で実現

紙よりも
安い！

従業員一人あたり月額60円
でペーパーレス化できます。専
用用紙代、封筒代にかけてい
るコストよりも年間利用料の
ほうが安く抑えられます。

▼3つの導入効果 金額（100名の場合）※人件費除く

74,200円/年

利用料72,000円/年

給与・賞与
専用用紙代

封筒代
（源泉徴収票含む）

サービス
年間利用料

電子化
のほうが
安い

給与明細や源泉徴収票をペーパーレス化
できるサービス紹介資料をご提供！

給与明細を紙で
配付しているお客様へ

給与奉行11
をご利用の方は

こちら

給与奉行クラウド
をご利用の方は

こちら

給与奉行を
ご利用のお客様
必見！

導入効果

�
少人数から
始められる！

一部の部署・従業員からペー
パーレス化できます。まずは
特定の部署から始めて、
徐々に広げていくといった段
階的な導入が可能です。

導入効果

�
あらゆる明細書を
ペーパーレス化

給与明細のほか、賞与明細、源
泉徴収票をペーパーレス化でき
ます。給与奉行クラウドと一緒に
利用することで、さらに多くの通
知書をペーパーレス化できます。

導入効果

�
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令和6年度から住民税の特別徴収税額通知を電子データで配付可能に！

7

従業員業務を効率化！

　毎年11月～12月に行う年末調整は、担当者にとって最も負荷が高い業務と言われています。従業員へ申告書を配付し、回収・チェッ
ク、差し戻しと従業員と書類のやり取りが多く発生し、時間と手間が非常にかかる業務になっています。
　そんな年末調整をすべてペーパーレス化し、業務時間を大幅に削減した企業の事例をご紹介します！

����� 年末調整のペーパーレス化

年末調整において203時間の業務削減に成功

294時間➡91時間に
システム導入前は1回の年末調整業務に合計294時間かけていましたが、導入後は91時間になり、なんと203時間の業務効率化
が確認できました。メンバーは「時間外労働が減り、精神的・肉体的な負担がなくなっただけでなく、他の業務に充てる時間が確保
できるようになった」と大喜びです。

株式会社中電シーティーアイ様 ■従業員 ： 1,000～3,999名　■業種 ： IT事業

申告書を白紙で出してくる、字が汚くて読めない…
➡申告はWeb上でかんたんに！ 本人情報は給与奉行の情報で自動入力！
住所や扶養親族情報、収入金額などはWeb上に自動表示されるため、間違われることも白紙で出してくることもなくなります。

「年末調整あるある」から導く
デジタル化改善手法提案ブック
をご提供！

Excel・紙で
年末調整を行っている
お客様へ

担当者

従業員

担当者

年末調整
準備

入力・提出

内容確認

情報活用・
保管

◎マニュアルの作成
◎申告書の配付
◎従業員への連絡
◎配付状況管理表の作成・更新

◎申告書の記入
◎申告書の提出
◎各証明書の提出

◎提出状況管理表の作成・更新
◎申告書の確認
◎申告書の修正
◎確認状況管理表の作成・更新

◎給与システムへの入力
◎申告書の保管

年末調整準備

入力・提出

内容確認

◎従業員への連絡

◎申告書の記入
◎申告書の提出

◎申告書の確認
◎申告書の修正

大幅な削減効果
8割以上
削減

あるある

�

申告書の提出チェック・催促連絡で一日が終わる…
➡提出状況は一覧表示され自動更新！ 催促連絡も数クリックで完了！
誰がどの申告書を提出しているかリアルタイムに確認・催促できるため、紙を使った確認作業が一切なくなります。

あるある

�

給与システムへ控除額を誤入力し、年調をやり直したことがある…
➡給与奉行と自動連携！ 控除額の入力作業から解放！
年末調整計算のために給与奉行に入力していた控除情報はすべて自動化されるため、入力作業は一切不要です。

あるある

�

ダウンロードは
こちら

or で実現

▼こんな年末調整あるあるをすべて解決！
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経理担当者のみなさまは、すでにインボイス制度、電子帳簿保存法（以下、電帳法）に対応したシステムを利用しているかと思いま
すが、消費税申告など、これから行う実務をどのように進めるのか決まっていますか。今まで行っていなかった作業もあるため、効
率的に実務を進めるためにも、進め方を早めに検討し、対応準備を始めましょう。

制度によって決められた“ルール”はわかっていても、具体的な対応方法が決まっていないと、
実務で困ってしまいます…

正しい消費税申告書を作成するために、免税事業者等であるにも関わらず適格請求書発行事業者の消費税区分が利用されていないか
など、取引先ごとに消費税区分や消費税額の整合性を確認する必要があります。また、誤りがある場合には、該当する仕訳伝票を探し出
して修正する作業が発生します。

インボイス制度・電帳法によって、今までになかったルールで実務に対応する必要があります。
効率的に実務を進められるように対応方法を検討しましょう！

取引先のインボイス登録区分（適格請求書発行事業者／免税事業
者等）と、伝票の消費税区分が整合しているか確認します。

これで
解決！！

インボイス制度・
電子帳簿保存法の
実務対策をご紹介！

消費税申告前に求められる実務対策とは…

取引先ごとに消費税区分、消費税額の整合性を手間なく確認でき、
誤りがあった際に修正できるようにする必要があります！

インボイス制度によって必要となる消費税チェックの視点

①取引先と消費税区分の整合性 ②消費税区分別の消費税額チェック

消費税区分や
消費税額が正しいかを
どうやって確認
すればいい？

証憑データの
記載内容を確認して
ファイル名に

入力するのが大変

公共交通機関や
出張旅費などの特例の
仕訳って、手作業で
チェックするの？

監査で特定の
請求書データを見せてと

言われて、
すぐに対応できるか不安

免税
事業者等

適格請求書
発行事業者

!POINT

���

CHECK

①が整合している前提で、仕訳伝票の消費税額が正しいか、消費
税区分別に集計して確認します。

CHECK
適格請求書
発行事業者

免税事業者等

通常課税分
消費税区分

免税事業者等用
消費税区分

消費税額 消費税額
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これで解決！！ インボイス制度・電子帳簿保存法の実務対策をご紹介！

9

インボイス制度・電帳法で特に押さえておきたい実務対策をご紹介します。

インボイス制度や電帳法の実務対策
として、必要となる業務や効率的な対
応方法をご紹介した資料をご用意。
ぜひダウンロードしていただき、実務
のお悩み解決にお役立てください。

押さえておきたい実務対策10選

インボイス制度
▼消費税申告前に押さえておきたい実務対策

次ページ以降では、これから必要となる

消費税申告前に押さえておきたい実務対策と

２０2４年１月から電子取引データ保存が義務化となった

電帳法対応のために押さえておきたい実務対策をご紹介します

今だから知っておきたい

https://www.obc.co.jp/invoice-tips

「インボイス制度・電帳法の業務Tips」をご活用ください！

P10

P12

1

2

取引先ごとに消費税区分・消費税額の整合性を確認・修正する方法

決算時に仕入税額控除できない消費税額を雑損失に振り替える金額を確認する方法　　など

電帳法
▼電帳法対応のために押さえておきたい実務対策

7

8

9

10

社内のあらゆる証憑を整理整頓して保管する方法

証憑データと取引情報（日付・金額・支払先）を手間なく保管する方法

他システムから仕訳データを連携している場合に、仕訳と証憑を関連付ける方法

経理担当者が証憑をすぐに探し出せる方法　　など

▼こんな時どうする？ 日常業務で押さえておきたい実務対策

3

4

5

6

取引先が免税事業者等から適格請求書発行事業者に変更になった場合の対応方法

公共交通機関や出張旅費など特例の帳簿の記載要件を満たしているか確認する方法

仕訳入力時にインボイス登録番号の確認を効率的に行う方法

経過措置に対応していない他システムから仕訳データの連携を行っている場合の対応方法　　など

無償
提供！
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消費税申告前に押さえておきたい実務対策

取引先ごとに適切な消費税区分で
仕訳起票されているかのチェック

取引先ごとに適切な消費税区分で計上されているかを瞬時に確認でき、
手間なく修正できます

免税事業者等に対して、消費税区分と消費税額の2つの視点でチェックする必要があります

これから準備が必要となる消費税申告の前に押さえておきたい実務対策をご紹介します

正しい消費税申告書を作成するためには、免税事業者等であるにも関わらず適格請求書発行事業者用の消費税税区分が利用されてい
ないかなど、取引先ごとに（特に免税事業者等に対して）消費税区分と消費税額の2つの視点でチェックする必要があります。また、誤り
がある仕訳伝票を探し出して修正できるようにする必要があります。

勘定奉行は、科目別だけでなく、取引先ごとに各消費税区分で計上された金額を確認できるため、誤った消費税区分で計上され
ていないかを瞬時に確認できます。集計表からそのまますぐに、消費税区分ごとの明細を元帳形式で確認することができ、誤って
計上した明細を特定して修正が可能です。

免税事業者等であるにも関わらず、適格請求書発行事業者用の消
費税区分で計上されているなど、誤った消費税区分で計上されてい
ないかをチェックし、修正します。

取引先ごとに消費税区分・消費税額の整合性を確認・修正する方法

�������

�������
免税事業者等の取引における
消費税額のチェック
免税事業者等との取引にて本体価格に仕入税額控除できない消
費税額を上乗せしていないなど、消費税額が妥当なのかチェック
し、誤りがあれば修正します。

������	

▼科目別消費税区分集計表

▼消費税区分明細表

免税事業者等は（免税）
の表記が付くので一目
でわかります

誤って計上された取引明細を確認可能。
さらに明細行をダブルクリックして修正
が可能

免税事業者等であるにも関わらず、適格請求書発行
事業者用の消費税区分で計上していることが判明!

ダブル
クリック 勘定奉行クラウドなら

ここまでできる！

「適格請求書発行事業者公表サイト」の
登録日・失効日と伝票日付を照合し、不
整合の伝票を一括更新できます！
例えば、適格請求書発行事業者の登録が失効して
いないか国税庁の公表サイトと照合した
うえで、誤って使用している消費税区
分を一 括で修正できます。

免税
事業者等

適格請求書
発行事業者

消費税区分
通常課税分

消費税区分
免税事業者等用

請求書

請求書

整合しているかチェック

伝 票

通常課税分
消費税額

免税事業者等用
消費税額

◎消費税金額は正しく計上さ
れているか

◎本体価格に上乗せして計上
しているか
◎消費税金額は正しく計上さ
れているか

伝 票

インボイス制度

勘定奉行で解決！
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これで解決！！ インボイス制度・電子帳簿保存法の実務対策をご紹介！

11

取引時点の
仕訳

月次や
決算時の仕訳

消耗品費
消費税

1,000
　100

借方

免税事業者等の取引において、仕入税額控除できない消費税額を確認する必要があります
免税事業者等との取引では、仕訳起票時に仕入税額控除
できない消費税額20％を本体価格に上乗せするか、決算
時に控除されない分を「雑損失」に振り替えたうえで、法人
税「別表四」「別表五（一）」での申告調整が必要です。本体
価格に上乗せしていない場合、事前に仕入税額控除できな
い消費税額を確認する必要があります。

決算時に仕入税額控除できない消費税額を雑損失に振り替える金額を確認する方法

免税事業者等との取引の消費税額が正しいのか、一目で判断できます
科目ごとに適格請求書発行事業者と免税事業者等との取引を分けて消費税額を確認できます。控除割合をもとに消費税額の概
算を算出し、伝票計上と概算との差額によって消費税額の入力ミスや計上漏れに気づくことができ、修正することが可能です。

������	

科目ごとに控除できない消費税額を確認できます
消費税管理資料（集計表・明細表）にて、控除できない消費税額を集計可能です。科目ごとに金額を確認することができ、月次や
決算時に雑損失に振り替える金額を一目で確認することができます。

�����

「概算との差額」の率が異常値
の場合オレンジで表示

免税事業者等との取引を
通常の取引と分けて表示

明細ごとに控除割合をもとに算出した
消費税額の概算を確認できます

ダブル
クリック

勘定奉行クラウドなら
ここまでできる！

経過措置に対応していない他シス
テムとデータ連携しても一括で正
しい消費税額に再計算できます！

●仕入税額控除できない消費税額を本体価格に上乗せする場合

▲消費税額手入力確認リスト　

▼科目別課税対象額集計表

本体価格に上乗せしていない
取引があることが判明!

経過措置未対応の
仕訳データ

消費税額を
再計算

経費精算など
他システム

本体価格に上乗せしている場合
でも集計可能。免税事業者等と
の取引によって控除できない消
費税額を把握できます。

●本体価格に上乗せしない場合

100‒80 = 20

現金
貸方

1,100

雑損失 20
借方

消費税
貸方

20

免税事業者等の仕訳で
計上されている消費税
額を集計して雑損失を
算出

▲消費税区分明細表

▼科目別消費税区分集計表

勘定奉行で解決！

勘定奉行で解決！

ダブル
クリック
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特 集

勘定奉行で解決！

保管対象となる証憑は、請求書、領収書だけでなく種類が
様々であるため、紙保管と同様に電子データであっても整理
整頓して保管することで、電子データを探し出す手間を減ら
すことができます。

12
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リスト（索引簿）

紙の保管と同様に整理された状態で保管するようにしましょう

社内の証憑を整理整頓して保管する方法

あらゆる証憑データを保管でき、証憑の種類ごとに整理できます
勘定奉行上で、あらゆる証憑
データをアップロードして保管
できます。証憑種類ごとにデー
タを整理して保管できるため、
紙のファイリングと同様に整理
された状態で保管ができます。

�����

検索要件を満たすために、証憑データの内容を確認してファイル名を取引情報に変更し
て保存したり、Excelファイルで索引簿を作成するのはファイル数が多ければ多いほど
負担の大きい作業となります。証憑データと取引情報を一緒に保管できる仕組みがあ
ると手間なく保管作業を行えます。

ファイル名を変更することなく証憑データを保管できると負担を減らせます

証憑データと取引情報（日付・金額・支払先）を手間なく保管する方法

AI-OCRで証憑を自動で読み取りデータ化します
証憑データをアップロードす
るのと同時に、AI-OCRが証
憑の取引情報（日付・金額・支
払先）を自動で読み取りデー
タ化します。取引情報を入力
する作業がなくなりるため、
証憑が多くても、すぐにデー
タ化できます。

�����

証憑の種類ごとに
分けて保管

適格請求書の記載事項として必要な
「インボイス登録番号」と「税率別金額」
も読み取り、自動でデータ化。
「インボイス登録番号」は読み取りと同
時に、国税庁の公表サイトと照合し
チェックを行います。

様々な証憑をアップロードできます
請求書、領収書、納品書、見積書、契約書など

手動アップロード
（ドラッグ＆ドロップ）

自動アップロード
（フォルダ参照）

注文書 請求書 領収書

※証憑種類ごとの保管は勘定奉行クラウドのみ対応

※AI-OCRでの読み取りは勘定奉行クラウドのみ対応

注文書 請求書 領収書

電帳法対応のために押さえておきたい実務対策
２０2４年１月から電子取引データ保存が義務化となった電帳法対応を手間なく行うために押さえておきたい実務対
策をご紹介します。

電子帳簿保存法

勘定奉行で解決！
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これで解決！！ インボイス制度・電子帳簿保存法の実務対策をご紹介！

証憑一括添付

13

勘定奉行クラウドまたは勘定奉行１１で電帳法の実務対策ができます

さまざまな証憑データの保管
証憑データと取引情報の保管
AI-OCRによる自動読み取り
証憑データの一括添付
証憑のリストアップ
タイムスタンプ自動付与

◎
◎
◎
◎
◎
◎

○
◎
×
◎
○
◎

販売管理・経費精算システムなど他システムから仕訳データを取り込ん
でいる場合、1件ずつ仕訳と証憑データを紐づけするのは手間のかか
る作業です。他システムから仕訳データを取り込んだ後に証憑データを
一括で紐づけできれば、業務プロセスを変えずに対応ができます。

仕訳を起票後に証憑データを一括で添付する運用ができると便利です

他システムから仕訳データを連携している場合に、仕訳と証憑を関連付ける方法

お客様の運用に合わせて証憑データの一括添付が可能
勘定奉行は、お客様の運用に
合わせて証憑データを添付
することができます。他シス
テムから仕訳データを連携し
たり、手入力した仕訳伝票に
対して、証憑データを自動で
マッチングして一括で添付す
ることが可能です。

�����

税務調査においては、帳簿に関連する証憑の確認が想定されるため、経理担当者が帳簿の情報をもとに
証憑データを探し出す必要があります。また、日常業務においても証憑を確認することは多くあるため、
取引情報以外の項目でも探し出せるようにしましょう。

取引情報以外の項目でも検索して確認できるようにリスト化しましょう

経理担当者がすぐに証憑を探し出せる方法

さまざまな検索条件ですぐに証憑を確認できます
アップロードした証憑データをリスト化
し、取引情報（日付・金額・取引先）です
ぐに検索できます。また、任意の項目と
セットで証憑データを保管できるため、
例えば、部門や担当者名、利用用途な
どの情報からもすぐに証憑データを探
し出すことができます。

�����

対応
証憑収集オプション
for 勘定奉行クラウド

証憑保管オプション
for 奉行シリーズ

※管理項目の設定や独自項目でのリストアップは勘定奉行クラウドのみ対応

仕訳データ
連携

証憑データ
アップロード

仕訳
一括添付

登録されている仕訳伝票と画像データの
日付・金額情報をもとに自動マッチングし
ます。また、複数枚の証憑の場合も合計金
額が一致すると自動マッチングします。

証憑の種類ごとに管理項目を自由に
設定できるため、Excelのようなリスト
として活用可能。

タイムスタンプを自動付与。いつ
でもタイムスタンプ付きの証憑
データをダウンロードできます。

AI-OCRオプション for 勘定奉行クラ
ウドが必要
さまざまな証憑データの保管は可能。
証憑の種類ごとの保管には非対応
一定の条件でリストアップは可能。独
自項目のリストアプには非対応

※1

※2

※3

※1

※2

※3

勘定奉行で解決！

勘定奉行で解決！

仕訳入力

証憑アップロード
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　飲食事業を手がける当社において、コロナ禍は業務のあり方に大きな影
響を与えました。売上の減少や働き方の変化が進むなかで、全社的に「生産
性向上」が求められるようになったのです。経理としては人の判断を必要と

しない作業の削減によって、タイムリーな経
営判断や環境変化に対応したスピーディー
な施策を展開するための情報提供ができる
業務体制の構築を目指しました。
　当時は中堅・大手企業向けの大型の会計
システムを利用していましたが、サーバの老
朽化に加え、バージョンアップにかかる高額
な費用が必要になっていました。また、当社で
は経営状況を可視化するために、各店舗から

日別の売上・仕入・棚卸データを取得し、会計システムへ取り込んでいたの
ですが、店舗ごとのシステム連携などに手作業がかなり多く発生しており、
管理会計に時間がかかっていたことも課題でした。当時の会計システムは
インターネットに接続していなかったため、毎月専門業者に依頼してデータ
をDVDで収集したのち、専用ツールを介して会計システムまで連携してい
たため、取り込みが完了するまでに５日程度かかることがありました。連携作
業が終わってやっと管理会計に取りかかれるという状況で、限れた経理の
人員では毎月の業務をこなすのに精一杯でした。電帳法やインボイス制度
への対応も求められるなかで仕事量は増加する見込みです。こうしたなか
で、サーバの保守管理やバージョンアップなど、システム面の負担がかから
ないことに加え、生産性の向上によって速やかに管理会計に取りかかれる
業務環境を実現できる会計システムを導入したいと考えていました。

導入の決め手

　システム管理の負担軽減や生産性向上を図るため、クラウドサービスを
中心に検討を始めました。導入の決め手は３つです。

決め手① 当社に必要な管理会計を網羅
　1つ目は当社に求められる管理会計を確実に行えることです。勘定奉行
クラウドは出力できる帳票の形式や集計科目、データのアウトプット（Excel
やPDFでも出力可能）の自由度が高く、10年間独自に培ってきた店舗別、
部門別の管理会計のやり方をそのまま実現できます。さらに、資金繰りや投
資計画といったこれまで手を付けることのできていなかった業務まで行える
環境になることが期待できました。
　現在、当社では毎月、店舗別粗利益の増減要因を分析および管理して改
善につなげています。例えば、粗利益が悪化しているならば「仕入原価が上
がっているのか？」「在庫のコントロールができてないのか？」「割引が多いの
か？」といった視点で分析して粗利益の増減要因を特定、改善のために必要
な施策を講じています。奉行では当社の管理会計に必要な科目体系を設定
できるほか、集計の自由度が高くてレイアウトが見やすい。販管費のなかで
も複数の科目を足した金額を管理会計資料に反映させることも当然にでき
ます。この点が他社と比較して優位と感じられたことです。

決め手② デジタル化による生産性向上を実現
　2つ目はデジタル化によって手作業を削減し、生産性を向上できることで
す。手作業を減らせば減らすほど、より早く経営判断に必要な資料作りを行
えると考えていました。奉行クラウドであればAI-OCRなど最先端の技術を
業務に取り入れられるほか、あらゆるサービスとAPI連携が可能。そのため、
状況に応じた段階的な生産性向上を進めることができ、スピーディーな管
理会計を実現できると感じていました。他社でも生産性を向上できる仕組
みがありましたが、使い慣れた簿記の形式や帳票などを備えておらず、今ま
での経理の感覚では使えないため、選択に至りませんでした。

決め手③ 既存システムと連携できる
　３つ目は既存システムと連携できる点です。当社ではカスタマイズし
た売上、仕入管理システムを何十年も利用していて「既存システムとう
まくつながること」が重要でした。奉行では自動連携エージェントを活用
することで、既存システムとの連携を自動化でき、店舗ごとの売上・仕
入・棚卸のデータのリアルタイムでの取得が可能となります。導入前の
課題となっていた70を超える店舗との毎月数千明細にわたるデータ連
携を自動かつリアルタイムに行えるようになると感じました。

奉行クラウドであれば、店舗にある既存システムと自動連携し、
当社に必要な管理会計をリアルタイムに行える

大阪市・がんこフードサービス株式会社奉行クラウド導入事例

がんこフードサービス株式会社
経理部 担当課長 粉家 俊之氏

サーバや会計システムの老朽化を機に
よりスピーディーに経営状況を可視化できる
業務環境の構築を目指した

導入製品

オリジナル帳票オプション for 勘定奉行クラウド
証憑収集オプション for 勘定奉行クラウド
AI-OCRオプション for 勘定奉行クラウド
奉行クラウド自動連携エージェント

● 管理会計に必要な独自の科目体系設定
● 自由度の高い集計方法やレイアウト
● ExcelやPDFでのアウトプット

10年間独自に培った管理会計を実現
￥

● 段階的な生産性向上とスピーディーな管理会計の実現

あらゆるサービスと連携AI-OCRなどの技術活用

Aa

● 既存システムとスムーズに自動連携

カスタマイズした
売上・仕入管理システム

決め手①

決め手②

決め手③

24win.indd   16 2024/01/23   15:13



15

がんこフードサービス株式会社

導入効果

■企業概要

データ移行がスムーズに完了するか心配だったものの、手厚い支援を
受けることで、半年で導入から稼働までたどり着くことができました。デー
タ連携の準備を進める際には、データ上で整備すべきことの指摘や修正
をしてもらい、問題点をひとつひとつ解消することでスケジュール通りに
稼働できました。支援を受けるなかで、OBCが自社に開発部門を持ってい
ることもあり、何か問題があってもスピーディーに解決できる状態が整っ
ているという安心感を抱きました。
現在は、各店舗からのデータをリアルタイムに収集できるようになった

ため、店舗データの収集を業者に依頼することやDVDからのデータ取り
込み作業が一切不要になりました。
また、従来はExcelで記録した取引を紙の伝票に転記し、紙を見ながら
会計システムに入力する作業を行っていましたが、Excelをそのまま取り
込んで自動仕訳が可能になったので、これらの作業がなくなり、入力にか
かる手間を20%削減できています。

このように、デジタル化によって経営分析に必要なデータを速やかに集
約できるようになり、経営分析に取りかかるまでの時間短縮につながって
います。さらに、従来と同じ形式の帳票をそのまま出力できるため、これま
で通り、会計システムから経営判断に重要な分析資料を即時に出力でき
ています。
テクノロジーの活用を通じて、生産性を継続的に向上できるのは奉行ク

ラウドの大きなメリットです。私が調べた範囲では奉行と連携できない
サービスは見当たらなかったため、基幹システムの制限を受けずにテクノ
ロジーを活用できる、あるいは、あらゆるサービスの導入を検討できると
感じています。
管理会計においては資金繰りやキャッシュフロー、投資計画などに取り

組んでいるところです。近い将来、売上や粗利益の増減の要因を経営陣
や店舗にリアルタイムで提供したいと考えています。

導入からわずか半年で本稼働
店舗別の粗利益や売上のリアルタイム分析で経営に貢献

今後は業務負荷の大きい業務を優先に、段階的に生産性向上を進めて
いきます。例えば小口現金がそのひとつ。現在は、各店舗が経費を現金で
支払っているため、後日まとめて手渡しで精算したり、領収書を回収する
手間が発生しています。そこで、クレジットカードによるキャッシュレス化を
行い、キャッシュレスの利用明細を勘定奉行クラウドに取り込み、自動仕訳
まで行えるようにしていきたいと考えています。
紙の請求書をAI-OCRで読み取り、自動で仕訳を行う機能も活用して

さらに生産性向上を図りたいですね。また、経理だけでなく各店舗にもま
だまだ紙が多く存在しているので、証憑収集オプションを活用したペー
パーレス化への取り組みも徐々に始めています。まずは一つの店舗にて
試験導入を行う予定ですが、スマートフォンから証憑収集が可能であるた

め、現場の従業員に受け入れられやすいのではないでしょうか。
奉行はAPI連携によってあらゆるサービスと連携可能なので部署の垣

根を越えてシステムをつなげることができます。食品事業部においては商
蔵奉行クラウドを導入する予定もあり、奉行クラウドは経理の高付加価値
化にとって必要不可欠な存在となっています。
テクノロジーが発達すれば転記や入力といった単純作業がシステムに
代替されるようになるため、経理に求められるものが大きく変わってきま
す。これからの経理はテクノロジーを使いこなすことで、人にしかできない、
より高付加価値の仕事に注力し、「経営参謀」として自社の経営課題を解
決する存在になるべきではないでしょうか。奉行クラウドの今後の成長、
発展に期待したいですね。

今後の展望

テクノロジーを使いこなすことで、
より付加価値の高い「経営参謀」のような経理を目指す

1963年創業。「旨くて・安くて・楽しい」をモットーとして和食を中心にカフェ、回転寿司、とんかつほか、多様な外食店を手がける。
文化遺産の屋敷を活用した和食店では着物姿の従業員が接客を行い、日本文化の伝承を目的としたイベントを実施。社内QC
大会や寿司握りコンテストの開催、接遇コンテストの参加などを通してサービス品質の向上に取り組んでいる。店舗数はグルー
プ7社累計76（がんこフードサービス単体56店舗）、従業員数は2,310名（がんこフードサービス単体。2022年4月1日現在）。

◎所在地…大阪府大阪市淀川区田川北1-4-23
◎URL…https://www.gankofood.co.jp/

がんこフードサービス株式会社
経理部 次長

小松 健吾氏

〈 経営分析に必要なデータの速やかな集約を実現 〉

Excelから紙伝票を作成し
会計システムへ手入力

Excelデータから
そのまま仕訳作成

● 入力作業にかかる時間が20%削減

各店舗から
リアルタイムにデータ取得

● 76店舗からのデータ取り込み自動化

各店舗からDVDで
データ取得・手動取り込み

会計
システム

導入前 導入後 導入前 導入後

仕訳伝票

仕訳伝票
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